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１．平成18年11月中間期の業績（平成18年6月1日～平成18年11月30日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年11月中間期 1,750 8.9 433 18.2 436 16.0

17年11月中間期 1,606 23.4 366 22.2 376 26.0

18年5月期 3,294 730 734

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭

18年11月中間期 249 11.8 665 22

17年11月中間期 223 27.0 1,195 34

18年5月期 451 1,207 87

（注）①期中平均株式数 18年11月中間期  375,275株 17年11月中間期 186,726株 18年5月期 374,129株

②会計処理の方法の変更 　無

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年11月中間期 2,880 2,387 82.9 6,354 44

17年11月中間期 2,913 2,260 77.6 12,064 56

18年5月期 2,926 2,305 78.8 6,147 29

（注）①期末発行済株式数 18年11月中間期  375,680株 17年11月中間期 187,400株 18年5月期 375,000株

②期末自己株式数 18年11月中間期 －株 17年11月中間期 －株 18年5月期 －株

２．平成19年5月期の業績予想（平成18年6月1日～平成19年5月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

通　期 3,560 740 400

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　1,064円74銭

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円）

第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 その他 年間

18年５月期 － － － 300.00 － 300.00

19年５月期（実績） － － － － －

19年５月期（予想） － － － 300.00 － 300.00

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。上記の予想に関連する事

項については、中間決算短信（連結）添付資料の３．経営成績及び財政状態(4)今後の見通しをご参照下さい。
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５．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

前中間会計期間末
（平成17年11月30日）

当中間会計期間末
（平成18年11月30日）

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成18年５月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）
Ⅰ　流動資産
１．現金及び預金  1,293,795 1,524,242 1,514,501
２．受取手形  3,600 1,050 －
３．売掛金 509,136 546,879 532,138
４．たな卸資産 10,415 5,247 12,729
５．繰延税金資産 25,925 26,829 29,494
６．その他 43,729 46,858 62,669
７．貸倒引当金 － △2,900 △1,900
流動資産合計 1,886,601 64.8 2,148,207 74.6 2,149,634 73.5

Ⅱ　固定資産
１．有形固定資産
（１）工具器具備品 114,314 114,981 114,542

減価償却累計額 92,175 22,139 99,202 15,778 96,216 18,325
（２）その他 68,439 60,974 60,645

減価償却累計額 25,225 43,213 22,020 38,953 20,231 40,413
有形固定資産合計 65,352 2.2 54,731 1.9 58,739 2.0

２．無形固定資産
（１）ソフトウェア 46,294 31,624 35,468
（２）その他 1,428 476 952
無形固定資産合計 47,722 1.6 32,100 1.1 36,421 1.2

３．投資その他の資産
（１）投資有価証券 661,711 238,211 346,211
（２）関係会社株式 79,000 24,000 25,500
（３）関係会社出資金 150,000 310,000 240,000
（４）長期貸付金 47,898 41,898 44,898
（５）従業員長期貸付金 2,666 943 1,856
（６）長期差入保証金 51,481 51,335 51,283
（７）繰延税金資産 － 3,765 －
（８）その他 17,388 16,800 17,106
 投資損失引当金 △48,000 － －
 貸倒引当金 △47,898 △41,898 △44,898
投資その他の資産合計 914,248 31.4 645,056 22.4 681,958 23.3

固定資産合計 1,027,323 35.2 731,888 25.4 777,118 26.5
資産合計 2,913,924 100.0 2,880,096 100.0 2,926,753 100.0
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前中間会計期間末
（平成17年11月30日）

当中間会計期間末
（平成18年11月30日）

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成18年５月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）
Ⅰ　流動負債
１．買掛金 187,047 166,624 207,478
２．未払法人税等 218,673 191,996 255,280
３．賞与引当金 10,595 12,301 11,444
４．役員賞与引当金 － 10,850 17,400
５．その他 ※2 68,927 110,554 90,722
流動負債合計 485,244 16.7 492,326 17.1 582,326 19.9

Ⅱ　固定負債

  １．繰延税金負債 167,390 － 38,802

２．その他 390 390 390
固定負債合計 167,780 5.7 390 0.0 39,192 1.3
負債合計 653,025 22.4 492,716 17.1 621,518 21.2

（資本の部）

Ⅰ　資本金 585,046 20.1 － － － －
Ⅱ　資本剰余金
１．資本準備金 462,997 － －
資本剰余金合計 462,997 15.9 － － － －

Ⅲ　利益剰余金
１．利益準備金 10,000 － －
２．任意積立金 472,395 － －
３．中間（当期）未処分利益 420,676 － －
利益剰余金合計 903,072 31.0 － － － －

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 309,783 10.6 － － － －
資本合計 2,260,899 77.6 － － － －
負債・資本合計 2,913,924 100.0 － － － －

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           
１　資本金   － －  589,498 20.5  585,936 20.0
２　資本剰余金           
（１）資本準備金  －   467,450   463,887   
資本剰余金合計   － －  467,450 16.2  463,887 15.9

３　利益剰余金           
（１）利益準備金  －   10,000   10,000   
（２）その他利益剰余金           
　　特別償却準備金  －   2,188   3,257   

別途積立金  －   736,000   467,000   
繰越利益剰余金  －   520,724   651,513   

利益剰余金合計   － －  1,268,912 44.1  1,131,770 38.7
株主資本合計   － －  2,325,861 80.8  2,181,594 74.6

Ⅱ　評価・換算差額等           
１　その他有価証券評価差額金   －   61,375   123,640  
評価・換算差額等合計   － －  61,375 2.1  123,640 4.2

Ⅲ　新株予約権   － －  142 0.0  － －
純資産合計   － －  2,387,379 82.9  2,305,235 78.8
負債・純資産合計   － －  2,880,096 100.0  2,926,753 100.0
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(2) 中間損益計算書

前中間会計期間
（自　平成17年６月１日
至　平成17年11月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年６月１日
至　平成18年11月30日）

前事業年度の
要約損益計算書

（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 1,606,576 100.0 1,750,174 100.0 3,294,891 100.0

Ⅱ　売上原価 689,253 42.9 761,370 43.5 1,422,121 43.2

売上総利益 917,322 57.1 988,803 56.5 1,872,769 56.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 550,365 34.3 554,936 31.7 1,142,061 34.6

営業利益 366,957 22.8 433,867 24.8 730,707 22.2

Ⅳ　営業外収益 ※１ 9,503 0.6 2,912 0.1 12,706 0.4

Ⅴ　営業外費用 279 0.0 261 0.0 8,743 0.3

経常利益 376,181 23.4 436,518 24.9 734,670 22.3

Ⅵ　特別利益 ※２ 67,660 4.2 3,000 0.2 109,418 3.3

Ⅶ　特別損失 ※３ 17,000 1.0 1,500 0.1 22,500 0.7

税引前中間（当期）
純利益

426,841 26.6 438,018 25.0 821,588 24.9

法人税、住民税及び
事業税

211,050 185,543 381,500

法人税等調整額 △7,410 203,639 12.7 2,833 188,376 10.7 △11,812 369,687 11.2

中間（当期）純利益 223,202 13.9 249,641 14.3 451,901 13.7

前期繰越利益 197,473 － －

中間（当期）未処分
利益

420,676 － －
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  (3) 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自　平成18年６月１日　至　平成18年11月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
 

利益剰余
金合計

特別償却
準備金

別途積立
金 

繰越利益
剰余金

平成18年５月31日　残高
（千円）

585,936 463,887 463,887 10,000 3,257 467,000 651,513 1,131,770 2,181,594

中間会計期間中の変動額

新株の発行 3,562 3,562 3,562      7,124

剰余金の配当       △112,500 △112,500 △112,500

特別償却準備金の取崩     △1,069  1,069 － －

別途積立金の積立      269,000 △269,000 － －

中間純利益       249,641 249,641 249,641

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額）

         

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

3,562 3,562 3,562 － △1,069 269,000 △130,788 137,141 144,266

平成18年11月30日　残高
（千円）

589,498 467,450 467,450 10,000 2,188 736,000 520,724 1,268,912 2,325,861

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券評
価差額金

評価・換算差額等
合計

平成18年５月31日　残高
（千円）

123,640 123,640 － 2,305,235

中間会計期間中の変動額

新株の発行    7,124

剰余金の配当    △112,500

特別償却準備金の取崩    －

別途積立金の積立    －

中間純利益    249,641

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額）

△62,265 △62,265 142 △62,122

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

△62,265 △62,265 142 82,144

平成18年11月30日　残高
（千円）

61,375 61,375 142 2,387,379

-　 43 　-



前事業年度（自　平成17年６月１日　至　平成18年５月31日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
 

利益剰余
金合計

特別償却
準備金

 別途積立
金

繰越利益
剰余金

平成17年５月31日　残高
（千円）

578,491 456,442 456,442 10,000 7,534 270,000 503,034 790,569 1,825,503

事業年度中の変動額

新株の発行 7,445 7,445 7,445      14,890

剰余金の配当       △93,300 △93,300 △93,300

利益処分による役員賞与       △17,400 △17,400 △17,400

特別償却準備金の取崩
（当期分） 

    △2,138  2,138 － －

特別償却準備金の取崩
（前期分） 

    △2,138  2,138 － －

別途積立金の積立      197,000 △197,000 － －

当期純利益       451,901 451,901 451,901

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

         

事業年度中の変動額合計
（千円）

7,445 7,445 7,445 － △4,276 197,000 148,478 341,201 356,091

平成18年５月31日　残高
（千円）

585,936 463,887 463,887 10,000 3,257 467,000 651,513 1,131,770 2,181,594

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金

評価・換算差額等
合計

平成17年５月31日　残高
（千円）

469,656 469,656 2,295,159

事業年度中の変動額

新株の発行   14,890

剰余金の配当   △93,300

利益処分による役員賞与   △17,400

特別償却準備金の取崩
（当期分） 

  －

特別償却準備金の取崩
（前期分） 

  －

別途積立金の積立   －

当期純利益   451,901

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

△346,015 △346,015 △346,015

事業年度中の変動額合計
（千円）

△346,015 △346,015 10,075

平成18年５月31日　残高
（千円）

123,640 123,640 2,305,235
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成17年６月１日
至　平成17年11月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年６月１日
至　平成18年11月30日）

前事業年度
（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

イ．有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）を

採用しております。

イ．有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

を採用しております。

イ．有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）を採

用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採

用しております。

時価のないもの

同　　左

時価のないもの

同　　左

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用

しております。

子会社株式及び関連会社株式

同　　左

子会社株式及び関連会社株式

同　　左

ロ．たな卸資産

商品

移動平均法による原価法を採用

しております。

ロ．たな卸資産

商品

　　　 同　　左

ロ．たな卸資産

商品

同　　左

仕掛品

個別法による原価法を採用して

おります。

仕掛品

同　　左

仕掛品

同　　左

貯蔵品

最終仕入原価法による原価法を

採用しております。

貯蔵品

同　　左

貯蔵品

同　　左

２．固定資産の減価償却の方

法

イ．有形固定資産

定率法を採用しております。

　ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除

く）については、定額法を採用し

ております。

　主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

建物 ３～41年

工具器具備品 ４～20年

イ．有形固定資産

 同　　左

イ．有形固定資産

同　　左

ロ．無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェア

は、社内における使用可能期間

（３年）に基づく定額法によって

おります。

ロ．無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェア

は、社内における使用可能期間

（３～５年）に基づく定額法に

よっております。

ロ．無形固定資産

同　　左
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項目
前中間会計期間

（自　平成17年６月１日
至　平成17年11月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年６月１日
至　平成18年11月30日）

前事業年度
（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

３．引当金の計上基準 イ．貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

イ．貸倒引当金

同　　左

イ．貸倒引当金

同　　左

ロ．賞与引当金

従業員に対する賞与支給に備

えるため、支給見込額のうち当

中間会計期間の負担額を計上し

ております。

ロ．賞与引当金

同　　左

ロ．賞与引当金

従業員に対する賞与支給に備

えるため、支給見込額のうち当

事業年度の負担額を計上してお

ります。

 ハ.     ──────  ハ.役員賞与引当金

 　　 役員に対する賞与支給に充て

    るため、当事業年度における支

　　給見込額に基づき、当中間会計

　　期間に見合う額を計上しており

　　ます。

ハ.役員賞与引当金

 　　 役員に対する賞与支給に充て

    るため、支給見込額を計上して

    おります。

ニ.投資損失引当金

子会社への投資に対する損失

に備えるため、その財政状態等

を勘案して必要額を計上してお

ります。 

ニ． 　　──────

 

ニ.投資損失引当金

子会社への投資に対する損失

に備えるため、その財政状態等

を勘案して必要額を計上してお

ります。 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

おります。

同　　左 外貨建金銭債権債務は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しており

ます。

５.リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同　　左 同　　左

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の処理方法

は税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同　　左

消費税等の会計処理

同　　左

-　 46 　-



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成17年６月１日
至　平成17年11月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年６月１日
至　平成18年11月30日）

前事業年度
（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

　平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第6号　平成15年10月31日)を適用

しております。これによる損益への影響はあ

りません。

 

 ────── （固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度より、「固定資産の減損に係る

会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

　平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号　平成15年10月31日)を適用

しております。これによる損益への影響はあ

りません。

 

 ──────  ────── （役員賞与に関する会計基準）

　当事業年度より、「役員賞与に関する会計

基準」（企業会計基準第４号　平成17年11月

29日）を適用しております。この結果、従来

の方法と比較して、営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益はそれぞれ17,400千円減少

しております。

 ──────  ──────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号　平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　

平成17年12月９日）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は、

2,305,235千円であります。

　なお、財務諸表等規則の改正により、当事

業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、改正後の財務諸表等規則により作成

しております。

 ──────  （ストック・オプション等に関する会計基

準）

　当中間会計期間より、「ストック・オプショ

ン等に関する会計基準」（企業会計基準第８

号　平成17年12月27日）及び「ストック・オ

プション等に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第11号　平成18年５

月31日）を適用しております。この結果、従

来の方法と比較して、営業利益、経常利益及

び税引前中間純利益はそれぞれ142千円減少し

ております。

 ──────
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成17年11月30日）

当中間会計期間末
（平成18年11月30日）

前事業年度末
（平成18年５月31日）

１　当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行２行と当座貸越契約を締

結しております。

これら契約に基づく当中間会計期間末

の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。

１　当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行２行と当座貸越契約を締

結しております。

これら契約に基づく当中間会計期間末

の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。

１　当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行２行と当座貸越契約を締

結しております。

これら契約に基づく当事業年度末の借

入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

 

当座貸越限度額 800,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 800,000千円

 

当座貸越限度額 800,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 800,000千円

 

当座貸越限度額 800,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 800,000千円

　※２　消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺のうえ、金額的重要性が乏しいた

め、流動負債の「その他」に含めて表

示しております。

　※２　消費税等の取扱い

同　　左

 　※２　　　　──────　

 

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成17年６月１日
至　平成17年11月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年６月１日

至　平成18年11月30日）

前事業年度
（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

※１　営業外収益のうち主要なもの ※１　営業外収益のうち主要なもの ※１　営業外収益のうち主要なもの

（千円）

受取利息 683

受取管理手数料 900

為替差益 0

保険解約益 6,258

（千円）

受取利息 489

受取管理手数料 650

保険解約益 458

（千円）

受取利息 1,226

受取管理手数料 1,800

保険解約益 6,258

※２　特別利益のうち主要なもの

（千円）

投資有価証券売

却益

65,160

※２　特別利益のうち主要なもの

（千円）

貸倒引当金戻入

益

3,000

※２　特別利益のうち主要なもの

（千円）

投資有価証券売

却益

103,160

※３　特別損失のうち主要なもの ※３　特別損失のうち主要なもの ※３　特別損失のうち主要なもの

（千円）

投資損失引当金

繰入額

17,000

（千円）

関係会社株式

評価損

1,500

（千円）

関係会社株式

評価損

22,500

４　減価償却実施額 ４　減価償却実施額 ４　減価償却実施額

（千円）

有形固定資産 5,698

無形固定資産 14,613

（千円）

有形固定資産 4,775

無形固定資産 11,420

（千円）

有形固定資産 12,136

無形固定資産 29,041
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（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自　平成18年６月１日　至　平成18年11月30日）

　自己株式の種類及び株式数に関する事項 

　　該当事項はありません。 

 

①　リース取引

EDINETによる開示を行うため記載を省略しております。

②　有価証券

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度は、子会社株式で時価のあるものはありません。
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（１株当たり情報）

項目
前中間会計期間

（自　平成17年６月１日
至　平成17年11月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年６月１日
至　平成18年11月30日）

前事業年度
（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

１株当たり純資産額（円） 12,064.56 6,354.44 6,147.29

１株当たり中間（当期）純

利益（円）
1,195.34 665.22 1,207.87

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益（円）
1,180.59 660.63 1,192.39

当社は、平成17年1月

20日付で株式１株につき

10株の分割を行っており

ます。当該株式分割が前

期首に行われたと仮定し

た場合の前中間会計期間

における1株当たり情報

については、以下のとお

りであります。 

１株当たり純

資産額
8,861円36銭

１株当たり中

間純利益金額
947円96銭

潜在株式調整

後１株当たり

中間純利益金

額

938円15銭

当社は、平成18年１月

20日付で株式１株につき

２株の株式分割を行って

おります。当該株式分割

が前期首に行われたと仮

定した場合の前事業年度

における１株当たり情報

については、以下のとお

りであります。 

１株当たり純

資産額
6,103円32銭

１株当たり当

期純利益金額
  869円62銭

潜在株式調整

後１株当たり

当期純利益金

額

  854円01銭

（注）１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。

項目
前中間会計期間

（自　平成17年６月１日
至　平成17年11月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年６月１日
至　平成18年11月30日）

前事業年度
（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

１株当たり中間（当期）純

利益金額

中間（当期）純利益

（千円）
223,202 249,641 451,901

普通株主に帰属しない金額

（千円）
－ － －

普通株式に係る中間（当期）

純利益（千円）
223,202 249,641 451,901

普通株式の期中平均株式数

（株）
186,726 375,275 374,129

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額

中間（当期）純利益調整額

（千円）
－ － －

普通株式増加数（株） 2,333 2,607 4,858

（うち新株引受権） （139） （72） （275） 

（うち新株予約権） （2,194） （2,535） （4,583） 

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益の算定

に含めなかった潜在株式の

概要

  新株予約権１種類（新株予

約権の数464株）

  新株予約権１種類（新株予

約権の数812株）

  新株予約権１種類（新株予

約権の数852株）
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成17年６月１日
至　平成17年11月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年６月１日
至　平成18年11月30日）

前事業年度
（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

１.　当社は平成17年10月31日開催の取

締役会の決議に基づき、次のように

株式分割による新株式を発行してお

ります。

（１） 株式分割の目的

　当社株式の流動性向上を図るとと

もに、１株当たりの投資金額を引下

げ、個人投資家層の拡大を目的とす

るものであります。

（２）株式分割の概要

平成18年1月20日をもって普通株式

１株につき２株の割合をもって分割

いたします。

  ① 分割により増加する株式数 

普通株式       187,400株

  ② 分割方法  

平成17年11月30日最終の株主名簿

及び実質株主名簿に記載された株

主の所有株式数を、１株につき２

株の割合をもって分割します。

 （３）配当起算日 

 平成17年12月1日

 当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前中間会計期間及び前

事業年度における１株当たり情報なら

びに当期首に行われたと仮定した場合

の当中間会計期間における１株当たり

情報は、それぞれ以下のとおりとなり

ます。 

前中間会計

期間

当中間会計

期間
前事業年度

１株当たり

純資産額

１株当たり

純資産額

１株当たり

純資産額

4,430.68円 6,032.28円 6,103.32円

１株当たり

中間純利益

金額

１株当たり

中間純利益

金額 

１株当たり

当期純利益

金額

473.98円 597.67円 869.62円

潜在株式調

整後１株当

たり中間純

利益金額

潜在株式調

整後１株当

たり中間純

利益金額 

潜在株式調

整後１株当

たり当期純

利益金額  

469.07円 590.29円 854.01円

──────

 

 １.　当社は、会社法施行により、取

締役及び監査役に対してストック

オプションとして割り当てる新株

予約権が取締役及び監査役に対す

る報酬等の一部であると位置づけ

られたことに伴い、平成18年８月

25日開催の定時株主総会において、

当社取締役及び当社監査役に対す

るストックオプション報酬額及び

内容を決議しております。

　なお、当社取締役に対するストッ

クオプション報酬として、以下の

内容の新株予約権を年額２億円の

範囲で、また当社監査役に対する

ストックオプション報酬として、

以下の内容の新株予約権を年額２

千万円の範囲で付与することとし

ております。

 （１）新株予約権の総数

取締役の場合：10,000個を１年

間の上限とする

監査役の場合：1,000個を１年間

の上限とする

 （２）新株予約権の目的となる株式の

種類及び数　　 

新株予約権の目的である株式の

数は、当社普通株式１株とする。

なお、新株予約権の目的である

株式の総数は、取締役の場合、

当社普通株式10,000株を１年間

の上限とし、監査役の場合、当

社普通株式1,000株を１年間の上

限とする。   
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前中間会計期間
（自　平成17年６月１日
至　平成17年11月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年６月１日
至　平成18年11月30日）

前事業年度
（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

 （３）新株予約権の行使に際して

　　　 出資される財産の価額　　

　新株予約権の行使に際してす

る出資の目的は金銭とし、新株

予約権の行使に際して出資され

る新株予約権１個当たりの金額

は、新株予約権を発行する日の

属する月の前月の各日（取引が

成立しない日を除く。）におけ

る株式会社大阪証券取引所にお

ける当社株式普通取引の終値の

平均値に1.05を乗じた金額（１

円未満の端数を切り上げる。）

とする。ただし、当該金額が新

株予約権の発効日における終値

を下回る場合は、当該終値（当

日に取引がない場合には、それ

に先立つ直近日の終値）とする。

（４）新株予約権の譲渡制限  

　新株予約権の募集事項を決定

する取締役会決議の翌日から当

該決議の日後10年を経過する日

までの範囲内で、当該取締役会

決議の定めるところによる。

（５）新株予約権の行使することがで

きる期間 

　新株予約権を譲渡する時には

取締役会の承認を要するものと

する。
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前中間会計期間
（自　平成17年６月１日
至　平成17年11月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年６月１日
至　平成18年11月30日）

前事業年度
（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

２.　当社は平成17年12月19日開催の

取締役会において、中国の現地法

人を子会社化することを決議いた

しました。主な内容は、下記のと

おりであります。 

 現地法人の概要

（１）子会社化の目的

　当社は、強固な連携による機動

的な活動基盤の形成が重要と判断

し、中国全土におけるインター

ネットコ ンテンツプロバイダー

ライセンス保有企業の全持分を取

得し、完全子会社化することとい

たしました。

（２）株式取得の相手先の名称　　　　

　

　　 張軍・孫連永

（３）商号

     北京業主行網絡科技有限公司

（４）資本金

     1,000万人民元

（５）出資比率

     提出会社100％出資

（６）事業内容

     モバイルコンテンツ事業

（７）取得年月日

　　 平成17年12月26日

（８）取得金額

　　 90,000千円

（９）取得資金

　　 自己資金

──────

 

２．　連結子会社株式会社モバイルコ

ミュニケーションズは、平成18年

５月12日開催の取締役会及び平成

18年５月15日付の株主総会の決議

に基づき、平成18年６月29日に下

記のとおり資本の減少をいたしま

した。 

（１）減資の目的 

　　　繰越損失の一掃を図り、資本の

　減少を行うものであります。 

（２）減少した資本の額 

      資本の額60,000千円を55,000千

円減少して5,000千円といたしまし

た。

（３）資本の減少の方法 

　　　発行済株式数の減少は行わず、

資本の額55,000千円を無償減資い

たしました。 

（４）資本の欠損填補する額 

　　　55,000千円のうち、30,827千円

を資本の欠損に填補いたしました。

資本の欠損に填補されない24,172

千円はその他資本剰余金といたし

ました。
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前中間会計期間
（自　平成17年６月１日
至　平成17年11月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年６月１日
至　平成18年11月30日）

前事業年度
（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

──────

 

 

 

 

 

 

 

 

──────

 

３． 連結子会社であります株式会社ダ

イブと株式会社モバイルコミュニ

ケーションズは、平成18年５月12日

開催の両社の取締役会及び平成18年

６月８日付の両社の株主総会の決議

に基づき、平成18年７月１日に下記

のとおり合併いたしました。 

（１）合併の目的 

　　　営業及びサービスの一本化によ

り、よりスピーディーな顧客サービ

スの実現及び業務効率の改善を図る

ことを目的としております。 

（２）合併の方式 

　　　存続会社を株式会社ダイブ、消

　　滅会社を株式会社モバイルコミュ

　　ニケーションズとする吸収合併方

　　式であります。 

（３）合併比率及び合併交付金 

　　　本合併は、当社の100％子会社同

士の合併ですので、株式及び合併交

付金等の交付はありません。 

（４）資産、負債及び純資産の額 

　　　株式会社モバイルコミュニケー

　　ションズの平成18年５月31日現在

　　の資産合計、負債・純資産合計は

　　下記のとおりであります。

　　　資産合計　　　　　16,026千円

　　　負債合計　　　　　 9,297千円

　　　純資産合計　　　　 6,728千円

　　　負債・純資産合計　16,026千円 
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